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く研究ノート〉

「農業革命」研究の動向と課題(続)

淳測田
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1960年代以降の「農業革命」研究町

そもそも「農業革命」なる概念は産業革命期の農業前号で、ふれたように，

面での変革を示す概念として，産業革命論の一環として形成されてきた。

1960年代以前の「農業革命」論に共通する「囲込み」説はそのために「農業

革命」が産業革命の一局面として理解されてきたことを背景としていたので

ある。だが， 1960年代以降工業化論の活況といった方法論上の変化に伴い，

「農業革命」は産業革命論の一環としては論じられなくなるとともに，そう

した理解は影をひそめることになる。一方， 1960年代以降の実証研究の進展

は 118世紀中葉断絶説」を徹底的に否定するものであった。理論と実証の双

方から 1960年代以降「囲込み」説が問題視されていくわけである。それをま

ず実証面からみてゆきたい。

ミγゲイは 18世紀前半のキン

グストン公領の借地農の動向を所領記録に依拠して研究し，地代滞納の額は

1730-50年の低価格期にもっとも増大し， この期聞に小借地農が地代滞納に

①土地所有。1 1960年代前後の研究成果
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表 11.18世紀前半における農場規模の変化

(A)開放耕地の例 ノッティ γガム・キングストン所領(農場数〕

|Cotgra刊 Earki昭 1 G吋 li時 Laxton

年次 121~品!?oE i211品弘正 121コ品!?oE|21コゐお-
1690 20 1 9 3 13 。 27 

1737 8 3 

1740 10 7 

1746 2 5 

1790 10 6 1 5 3 6 14 

(B) 古囲込み地の例 スタッフォードシャー・バジヨット所領の例

四 11744 1 1764 ※土地シェアとは

1 

9 

エーカー 農場数 49 31 24 各農場規模が総

21-100 ※ 51.1% 31. 5% 23.3% 
農場面積に占め

土地シェア る比率。
エーカー 農 場 数 16 21 21 

100- 土地シェア 48.9%1 68.5% 76・7Z|

(C) スタッフォードシャー・ギファード所領の例(農場数〕

開放耕地と古囲込み地併存の例

年 次 | 佐100エーカー
1
100エーカー以上

1722 1 37 13 

1768 1 19 21 

出典)Mingay，。ρ.cit.， pp. 480-483より作成。

より大量に脱落するとともに地代の減少がみられ， 1"農業不況」的様相を呈

していたことを，示した。続いて発表された論稿で，彼は，開放耕地でも古

囲込み地でも同様に， 1730-50年の低価格期に小農(場)が急速に減少しつ

つあったことを示した(表 H参照)。一方，ノ、ノくカックの土地市場に関する

研究は， 17世紀中葉以降，家族不動産処分の厳格化， 長期抵当金融の発達，

抵当証券の流通性獲得，利子率の大幅な低下などの原因で，大所領の分散に

歯止めがかかるに伴L、，土地供給が枯渇し土地価格が上昇したことを示した。

②農業技術。この領域では，次の六点が明らかにされた。(1)カブや栽培牧

草などの新作物が 17世紀の終りから 18世紀の前半にかけて自由排水の軽土



「農業革命」研究の動向と課題(続〉 回淵 273 (1103) 

壌の地域に導入されていたこと。これは，我が国でも周知の事実であろう。

(2)一方，重土壌の地域では，排水の困難さなどの技術的問題から，新作物

の導入が著しく遅れたことがG.H.ケニョンや C.W.チョークリ、ンらの研

究によって，またそうした技術的立ち遅れが， 1840年代以降になって安価な

排水用土管が生産され本格的な改良がなされるまで解消しなかったことがC.

グリッグやA.ハリス， R. W.スタージェスらによって，それぞれ明らかに

された。

(3)軽土壌の地域では，従来重視されてきたカブ・クローパー以外の新作

物も導入され，その導入される新作物や新作物と穀物の作付の組み合わせ方

が地域により異なるのに応じて，各地で多様な新農法が 18世紀前半に展開

しつつあったこと。たとえば，ハピンデンによれば，オックスフォードシャ

ーの石灰岩の地域にもっとも適していた新作物はセインブォインであり，そ

の導入に伴い開放耕地でさえ耕圃を再分割することによって 18世紀前半に

輪作が発展していったという。また，ケリッジによれば，チョーク・カウン

トリーではカブよりむしろ濯水牧草やセインフォインが導入され，ジョーン

ズによれば，そうした新作物の導入に伴い，ハンプシャー・チョークランド

ではノーフォーク農法に似た輪作が展開しつつあったとしづ。このケリッジ

とジョーンズの研究は同時に次の点を示している。

(4)軽土壌の地域では，新作物の増大に伴う家畜の増大と羊欄による施肥

を通じて， 18世紀前半に牧羊地の耕作地への転換が活発におこなわ?れたこと

がそれである。個別的事例はさておき，同時代人の指摘を挙げておけば， 1724 

年にデフォーはチョーク・カウントリーでは， I最近， その牧羊地 Carpet 

groundの何千エーカーもが耕作地に転換され小麦がまかれている」と指摘

している。 (5)18世紀の後半にイングランド全土に普及するとされていたノ

ーフォーク四国輪栽式農法が，実際には東部の軽土壌を中心とする地域でし

か普及せず， しかもそこにおいても 19世紀初頭以降放棄され世紀中葉頃に

はほとんど姿を消していたことがジョーンズによって示された。〔のさらに

彼はカブとクローパーが病虫害に非常に弱いという点も示したが，一方， ト
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ロウ・スミスによって，カブの飼料価値が従来考えられていたよりもはるか

に低く，クローパーはもちろんセインプォインにさえ劣っていることが明ら

かにされた。

以上の研究成果(農業技術研究の成果は以下研究成果(1)というように

略す。)を基礎とする 1960年代以降の「農業革命」論がアシュトンを転機と

する「技術変革J的理解を受けついでゆくことは，すで、にふれた。

しかし 1960年代以降の「技術変革」的理解はアシュトンのそれとは意味

内容を異にしている。アシュトンの場合， I農業革命」の内容から「社会的

側面」を消去することによって， I経済的利得」とL、う把握が前面に押L出

された。農業=土地変革の「技術的側面」が重視されるが故に， I農業革命」

の結果として農業産出量の増大が重視されたのである。しかし， 1960年代以

降「農業革命」が工業化論や経済成長論の一部として論じられるようになる

と，議論は転倒する。「農業革命」は農業産出量の増大といった形で問題に

され，農業=土地変革はそれに貢献するモメントとして位置づけられるよう

になる。そのさい，そのモメントとして農業=土地変革の「技術的側面」が

共通して重視されるが故に 1960年代以降にも「技術変革」的理解が受け継

がれていくというわけである。

しかし，共通して「技術的側面」が重視されるとはし、え，具体的にし、かな

る変革を農業産出量増大の指標として重視しその産出量増大に対する貢献度

をどの程度のものとして評価するかとしづ史実認識の点で，また「農業革命」

=農業産出量の増大を工業化過程や経済成長とL、かなる関連に立つものとし

て理解するかという点で，論者の主張には相違がみられる。また，各論者の

認識，理解の総括をなすとも言える「農業革命」の時期区分は， 1660-1760 

年， 1750-1880年， 1560-1767年などとありとあらゆる時代に設定されてい

る。そこで，まず，上述の論点にそくして， I農業革命」を1750-1880年の期

間に設定するミンゲイの所論からみてゆきたし、。

2ミンゲイ「農業革命」論 その最大の特徴は連続性の主張であろう。①

土地所有。「社会的損失」の主張がすでに 1950年代において否定されるとと
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もに土地所有上の変革について連続性が主張されていたことは，すでにみた。

が，コッテッジャー・スコッターからの土地収奪と小農一般の消滅の問題に

ついては旧説の主張は依然として否定されていなかった。前者の問題につい

ては，現在でも旧説の主張は真正面からの批判にさらされていなし、。しかし，

後者の問題については， ミンゲイによって次のように否定されることにな

る。

彼は，従来さまざまな意味で用いられてきたヨーマンという用語を放棄

し，自作農と小借地農の両者を包含する小農業者 smallfarmer とL、う術語

を用いる。そのうえで彼は，まず自作農の没落の経過を，ノ、ノミカックの研究

やグレイ・デーピスらの地租査定簿にもとづく研究に依拠して，小自作農は

17世紀の終りから 18世紀前半の低価格期には地租負担の圧迫もあって急激

に減少したけれども，世紀中葉から 1812年頃までの高価格期には増大し，

1812年以降再び価格が大幅に低下するとともに再び急激に減少した，と論じ

ている。そのさい，聞込みの影響はアシュトン同様極めて低く評価されるが，

とくに囲込み費用について，小自作農は土地抵当借り入れを通じてそれを支

弁しえたのであり，聞込み期の高価格・高利潤という状況のもとでは，小自

作農は囲込み費用のために土地売却を余儀なくされなかったと主張される点

に、注目しておきたい。

しかし， ミンゲイは，小農一般の消滅過程を，アシュト γやJ.M. マー

ティンのように自作農の動向からだけでなく，小借地農の動向をも併わせ考

えながら，全体として農場規模の変化の過程としてとらえようとしている。

これは，彼がマーティンに対する批判の中で述べているように，自作農がし

ばしば土地を追加的に借り入れていることによる。彼は， 1688年の G.キ

シグの推計と 19世紀末葉のセンサスとを比較検討し， このおよそ二世紀間

に小農業者は 40%近くの減少を示したにすぎずしかも囲込みの完了後にあ

たる 19世紀の中葉にもなお多数の小農業者が存在していた，とその没落過程

の連続性を主張する。そうして，彼は，このほぼ二世紀聞の小農業者の没落

過程を，上述の自作農の動向と関連させながら， 1で、みた彼自身の研究成果
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に依拠して，それは，価格とコストの水準によって基本的に規定された過程

であり，それ故に 18世紀の後半より前半に大規模に進行した，と説くのであ

る。

一方，彼は土地所有の変化も価格動向によって説明する。彼は，小土地所

有者の動向については，上述した自作農のそれとほぼ同一であると考え 18

世紀前半と 1812年以降の低価格期に没落し， 18世紀後半には減少しなかっ

たとする。また，大土地所有の形成(中小地主の没落)過程についても，地

租負担が重く価格が低水準であった世紀前半に急速に進行したけれども，地

租負担が相対的に軽くなるとともに価格が上昇した世紀後半には，その進行

は鈍化すると指摘している。

以上のように， ミンゲイの議論は，土地所有上の変革を価格動向によって

説明しながら，一層包括的・積極的に連続性が説かれるという点で，連続性

の主張を完成させたものと言える。が，農業技術上の変革についてはこの主

張の創始者となった。

②農業技術。彼はまず農業機械の導入が 1840，50年代以降であると指摘

したうえで，土地利用方式の変革の経過について次のように論じている。開

放耕地を対象とする囲込みは重土壌が集中的に分布するミッドランズを中心

としておこなわれた。これは，周知の事実であるが，最近の研究(研究成果

(2J)は，重土壌の地域では， 1840年代に安価な排水法が普及するまでは，輪

栽式農法をおこなうことが不可能であったことを示している。たしかに，一

部の重土壌の地域ではある程度の農法の変革は可能であった。しかし，その

場合でも，すでに 16世紀以降小囲込み地が形成されレイ農法が広汎に展開

しつつあった以上，議会囲込みが土地利用方式の変化にもつ意義は高く評価

することができなし、。したがって， r囲込みの農業慣行に対するインパクト

は一般に想像されるよりもはるかに少なし、」と考えられる。その反面，最近

の研究(研究成果 (3J) は，ノーフォーク農法やその変種と考えられる新農

法が 18世紀の初頭以降普及しつつあったことを， 示している。 しかし，一

般に言われているように， 18世紀の前半は穀物価格が大幅に低下したいわ
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ゆる農業不況期であるため，そうした農法の普及には当然歯止めがかけられ

たで、あろう。

このように， ミンゲイは，農業技術上の変革過程を 16-t!t紀のレイ農法に

よって開始され， 19世紀の 40・50年代以降に至っても農業機械の導入や排

水法の改良という形で継続する過程であり，しかもその何世紀にもわたる変

革過程の間に，議会囲込みの影響を極めて低く評価する反面， 18世紀前半の

変革も低く評価することからわかるように，急激な変化を伴わない過程であ

るとして，その過程の連続性を主張するのである。こうして，彼は農業技術

と土地所有上の変革について， D8世紀中葉断絶説」を否定し， その連続性

を主張するのである。が，彼は， r農業革命」を1750-1880年の期間に設定し

ており，終期は異なるとはいえ， r聞込み」説と同様な立場に立っている。こ

れは，何故であろうか。

③「聞込み」説の根拠。すでにふれたように. 1960年代には「農業革命」

は農業=土地変革よりもその結果生ずる農業産出量の増大に重点、をおいて理

解される。だが，農業産出量の増大は，農業技術と土地所有の変革の結果と

しての単位面積当りの収量増大だけでなく，耕作地の拡大によっても規定さ

れている。ミンゲイの場合，農業技術と土地所有上の変革について連続性が

主張される以上，土地生産性の上昇もまた連続的なものでなければならなし、。

そこで，農業産出量増大を画期づけるものとして，耕作地拡大が「農業革命」

の内容として重視されるのであり，そのさい議会囲込みが耕作地拡大の決定

的な画期として位置づけられるが故に， ミンゲイは「聞込み」説に立脚する

ことになるのである。たとえば，彼は， 1700-1850年の聞の農業産出量増大

のうち，エーカー当りの平均収量の増大によるものは三分のーにすぎず，そ

の三分の二は耕作地拡大によるものであったと指摘している。そして， 彼

は，研究成果 (4)が示していた耕作地拡大が軽土壌の地域に限定されるのに

対して，共同地の囲込みは 200-300万エーカーの耕作地の拡大をもたらし

7こ，としている。

このように，連続性が主張されるからこそ「囲込み」説が出てくるのであ
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り， ミンゲイの「聞込み」説は，彼以前の論者のそれと異って， 118世紀中

葉断絶説」ではなく連続性の主張と囲込みによる耕作地の拡大とL、う認識に

立脚したものだったので、ある。しかし，彼の「囲込み」説は， 1960年代以前

にみられた「農業革命」を産業革命の一局面とする理解と非常に類似した産

業革命との関連理解から生ずるとし、う商をもっている。すなわち，彼の場合，

「農業革命」は，恐らく E.ボズラップの影響であろう，人口の「革命的な

状況」や穀物価格の高騰に対する対応として理解される反面，工業化過程に

おける経済成長を支えるものとして理解されているのである。こうした理解

に対応して，またアジュトソのように産業革命の進展を人口増大の原因とし

て位置づけないため，産業革命の影響はほとんど問題にされなし、。その一方
苦

産業革命(工業化過程)への影響という面では.r農業革命」は， 18世紀中

葉から 1880年代に至るまでの工業化過程において，この期間に'5-6倍に増

大した人口の食糧需要に応ずることによって，成長要因たる人口の「近代的

成長率」を支え持続的な経済成長を可能ならしめた，と把握される。

以上のように， ミンゲイ「農業革命」論が，連続性が主張される点で旧説

と決定的に断絶しているにもかかわらず¥依然として「囲込み」説と同様な

立場に立っているのは，議会囲込みによる耕作地拡大とし、う認識だけでなく，

上述のように「農業革命」が工業化過程の一過程として理解され認識されて

いるからである。次に， r農業革命」を 1660-1760年の期間に設定するジョ

ーγズの所論をみてゆきたい。

3ジョーンズ「農業革命」論 ミンゲイの場合， r農業革命」の内容とし

ては耕作地の拡大が決定的に重視されたが，ジョー γズの場合にはそれより

もむしろ土地生産性の上昇の方が重視される。そのさい， F. M. L. トムス

ンの研究に依拠して，ミンゲイ同様土地所有の連続性が主張されることから，

土地所有上の変革は生産性上昇にほとんど貢献しないと考えられる。反面，

「技術上の進歩は農業生産性の上昇にもっとも重要な貢献をおこなった」と

考えられる。つまり，ジョーンズの場合， r農業革命」の内容としては農業

技術の変革と耕作地の拡大が重視されるのである。
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ここで問題が生ずる。というのは， ジョーンズは「農業革命」を1660-1760

年の期間に設定するのであるが，ヨーロッパ農業史研究ではこの 100年間に

ヨーロッパ全体を通じて低穀物価格に起因する農業不況がみられたという

B. H.スリッヒャー・ファン・パート W. アーベルらの見解が通説をな

してきたからである。もちろん，イギリスも例外ではなく，この時期低価格

に起因する耕作地の放棄・牧場への転換，工業的作物・農村家内工業・畜産

などの普及・拡大といった耕作不況的徴候が明遼にみとめられ，それを根拠

として， ミンゲイのほかに，ハパカック， J.サースクらの有力な論者によっ

て農業不況説が唱えられていた。つまり，この時期には耕作地拡大と農業技

術の変革が進展するどころか逆に後退すると考えられてきたのである。とす

れば，ジョーンズは，こうした学界の流れの中で，いかなる根拠をもってこ

の時期を「農業革命」期と規定するのであろうか。

彼はまずイングランドの農業地域を畜産を主業とする高地地帯 highland

zoneと穀作を主業とする低地地帯 lowlandzoneとに区分する。この地域区

分は，一一ー彼は明確には述べていないが一一一牧畜地帯・混合農業地帯という

地方史研究のそれに対応している。ジョーンズがユニークな点は， 1で・みた

研究成果(1)， (2)に依拠して，従来の聞込み地・未囲込み地，東部・西部

という地域区分に代えて，自由排水で軽質の土壌が分布するダウンズ，ウー

ルズ，チョークランド，ノーフォーク北西部などの軽土地帯と排水が困難で

粘質の土壌が分布するミッドランズを中心とする重土地帯とに， 低 地 地 帯

(=混合農業地帯)を区分した点にある。

ところで，研究成果(1)と (3)が示しているように， 18世紀前半の軽土

地帯では新作物の導入に伴い輪作が展開しつつあった。しかし，こうした事

実は，そのままでは，農業不況説を批判して農業生産性の上昇を説く論拠た

りえない。なぜなら，前号で、ふれたように， リッチズーアジュト γ という系

列を通じて，農業技術の変革の指標としては，ノーフォーク四圃輪栽式農法

が考えられるようになっていたからであり，またこの農法とくにカブによる

生産性の上昇が高く評価されてきたからである。つまり， 18世紀前半の新



280 (1110) 経済学研究第32巻第4号

農法は，学界の通念に従えば， ミンゲイのようにノーフォーク農法の亜種的

形態として，しかもノーフォーク農法よりもはるかに生産力の低い農法とし

て，みなされるべきものだったので、ある。

農業不況説はこうした認識を背景としていたのであるが，ジョーンズはそ

れを真向から批判した。まず， 彼は研究成果 (5)に依拠してノーフォーク

農法は限定された時間と場所にしか普及しなかったと論じながら，各地域は

その地域的条件にもっともふさわしい農法を採用するのであり，それは，軽

土壌の地域でさえ必らずしもノーフォーク農法に限られないと指摘してい

る。たとえば，濯水牧草が普及した西部で、は，降雨量が多いため危険を伴

いそのうえコストの高いカブ栽培に「作付面積の 25ノミーセントもの面積」を

さくことはむしろ有害であったと指摘している。 18世紀前半の新農法は，必

らずしもカブを含むものではなくまた地域によってさまざまな姿で営なまれ

るとはし、ぇ，それは生産力的な低さを少しも意味せず，ノーフォーク農法が

軽土壌のそれもほぼ東部にしか普及しえなかったのに対して，軽土地帯の全

域に拡がりえたというのである。

こうして彼は従来ノーフォークの農法の変種とみなされていた 18世 紀 前

半の新農法を指標に据える一方で，従来の指標であったノーフォーク農法を

「軽土地帯の輪作のかなり限定された変種」と規定しそれまでの評価を逆転

させたのである O そして彼は，研究成果 (6) とカブ栽培の労働コストの高

さを示すチェンパーズの研究に依拠して，ノーフォーク農法の生産力上昇に

対する貢献を，この農法の市場変動に対する硬直性を指摘しながら，極めて

低く評価する。そのうえで，彼は，新農法を混合農業経営ととらえつつ，ハ

ピンデγの「技術関連」理論(ジョー γズ)やアダム・スミスの議論をふま

えて，混合農業経営は飼料生産の増大を起点、として飼料・穀物生産双方の相

互促進的増大を可能ならしめ外部経済をもたらす「自己推進的スパイラル」

あるいは「拡大するサークル」をなしており， I混合農業経営の究極の利点

はかなりのものであった」と指摘している。

こうして，ジョーンズは， 18世紀前半の新農法の生産力的貢献を高く評価
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ずるのであるが， ミγ ゲイの議論からわかるように，農業不況説では低価格

を根拠として 18世紀前半における新農法の形成の度合は低く評価される。

これに対して，ジョーンズは研究成果(1)と (3)に依拠してーーというよ

りも，そもそもそうした研究は主にジョーンズによるもので農業不況説の批

判を意図していた一一上述した農業不況説の論者やクローパー種子の輸入の

数値に依拠して 18世紀前半の農業発展を低く評価する c.ウィルスンを批判

しながら，新農法の形成の度合を高く評価している。

こうして「農業不況期」に農業技術の急速な進歩を主張する一方で，彼は，

この時期における耕作地の拡大について，次のように論じている。

たしかに， ミンゲイが主張するように，イギリスでも農業不況的様相が看

取され，耕作地の牧場への転換が生じた。しかしそうした事態は，スリッヒ

ャー・ファン・パートがその例として挙げているベルボイア- Belvoirの

谷がそうであるように，ほぼ重土地帯に限定されていた。これに対して，研

究成果 (4)が示しているように，軽土地帯では，かえって穀物価格がもっと

も低下した 1730-40年代にもっとも活発に牧羊地が耕作地に転換され，小麦

作付地が増大している。軽土地帯では，飼料作物の革新に伴い，新農法の形

成のみならず，羊欄 Sheepfoldによる施肥を通じて耕作地の大拡張もまた

達成されたのであった。重土地帯で、の耕作地の牧場への転換は，軽土地帯で

の新農法の形成と耕作地の拡張の結果としての農業産出量増大に対する「イ

ギリス農業内部での地域的調整過程の一面」にほかならなかったのである。

軽土地帯での耕作地拡大は重土地帯での減少を相殺する以上のものだったで、

あろう。「したがって，ありそうなことはネットの穀物作付面積は拡大する

傾向」にあったということである。

一方，ジョー γズは議会聞込みによる耕作地拡大を高く評価するミ γゲイ

を批判している。すなわち，同意にもとづく囲込みによる耕作地の拡大や個

別的所有地の耕作地の拡大が重要であることをホスキンスの研究は示してい

るにもかかわらずそれが無視されているというのである。こうして，彼は，

軽土地帯での「農業不況期jにおける技術変革(生産性の上昇)だけでなく，
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耕作地拡大も高く評価し，この地域での農業産出量増大を高く評価する。一

方，彼は，この時代には，穀作の重点は軽土地帯に移動しつつあったが，重

土地帯ではそれに対応して資源を移動させることは困難であった，と指摘し

ている。そこで，彼は軽土地帯での農業産出量拡大の「ネットの影響はイン

グランド全体の農業産出量増大を確実にもたらすものであった」と結論し，

この「農業不況期」に「農業革命」を設定することになるのである。ジョー

ンズはこの 18世紀前半における農業産出量の増大を起点として，工業化の始

動を所得効果という点から説明するという説をA.H.ジョンとともに唱えて

ゆく。この点については，船山栄一氏の適確な紹介があるのでここではふれ

ないが，このことからわかるように，ジョーンズの場合，恐らく W.W. 戸

ストウの影響を受けてであろう， r農業革命」は工業化論(産業革命論) の

一部として，工業化の先行条件という視角から論じられる。上述の史実認識

や「農業革命」の時期区分はこうした方法を背景としていたのである。この

ように， r農業革命」の先進性とその所得効果を通じての工業化への貢献が

主張されるのであるが，彼は， r農業革命」の開始をいかなる要因によって説

明するのであろうか。

産業革命の進展が要因にならないのは当然であるが， r始期」が 1660年に

置かれている以上，それまで重要視されてきた人口成長や価格上昇も要因と

はなりえない。そこで，ジョーンズは，何故イギリスでのみ「農業不況期」

に混合農業経営の形成と耕作地の拡大がみられたのかというように比較史的

な観点を前面に出して問題を立てる。そして，イギリスの地理的・地勢的利

点や穀物法などといった要因を挙げているが，もっとも重視されている点は，

イギリスで、は農業へ資本が投下される条件が形成されていた，という点であ

ろう。すなわち，イギリスに特有な地主一借地農制度と商人の土地購入によ

る農業への資本の流入によって，イギリス農業は大陸で支配的であった「資

木不足の常」から免がれていたのであるが，市民革命は地主の(長期)投資

の制度的条件(後見裁判所の廃止，コピーホウルドの所有権化の方向の排除)

の形成をもたらすことに加えて，大地主に官職等の非農業所得を提供し地主
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の資金的基穣の強化をももたらしたというの 。このように，アジュ

トン以来「農業革命」の原悶としては， 1誕諮動向といった経詩的袈悶が重視

されてきたのであるが，ジ罰ー γズの場合にはそうした流れとは逆に再び制

度的襲爵が重視されることになるのである。

以上のように，ジ器ーンズの議論は耕作地の拡大より農業技術の変革を

「農業革命j の内容として重視するものであった。そして D7世紀中葉断絶

説j とでも誘うべき記鐙と先進性が主張され，ぞれ放に「間込みj説とは正

反対の壊鮮がなされる点で， 113説とまったく対立するものであった。最後に，

を1560-1767年に設定ずるケリヅジの務総さとみてゆきたい。

4ケリ γ ジ「農業革命」論 その最大の特徴は，これまでみてきたすべて

の議論に共通していた， i農業革命Jを産業革命論や工業化論との関連で論

じてゆこうとする方向がまったくみられない点であろう。ケリヅジの議論に

は，むしろお設や彼がその下現代寂j として同一視するミンゲイの所論に対

る実証史家の鋭からの批判・対応、という方向が濃躍にみられる。おそらく

そのためであろう。産業革命と

る治~， の内容と

まったく論じられないの法芝当然であ

ミγゲイが批判しているように土地所有

上の変革は弱めから問題にされていない。耕作地の拡大についても，それは

古くから続いてきたi義務、であって，経済成長を意味するものの「農業革命J

なすものではない，と指摘している。そして， ミγゲイを，

よる耕沖地拡大の註議がない5正面， 18 t史紀中葉以前には顕J予警な耕作

地の拡大がみられた，と研究成議 (4)に依拠しながら批判してし、る。

つまり，ケザヅジは「農業革命jの内容として農業技術の変革のみを重視

するのである。授は，ジ謹一ンズ同様，ノ…フォーク農設をどその変革の指標

としてみとめない一方で，ジョー γズが指標として重視する栽培牧家の導入

による休爵地の路止については，一応「第一級の改良」と評し指標ずこりうる

とみなしている。しかし，彼はそれよりもー罵革命の名に龍ずる指標として，

氷久耕地と氷久放牧池の転換農法 Upand down husbandryによる代替，つ

まりレイ農法の普及を挙げている。この幾訟が土壌構識を改善しながら穀物
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収量と家畜頭数双方の増大を初めてしかも飛躍的に増大させた，というので

ある。さらに彼は，濯水牧草，沼沢地の排水，種畜 Stockbreedingなども

指標として挙げている。

こうして， r農業革命」はレイ農法が展開し始める 1560年頃に開始され，

種畜がrR.ベークウエルの手によって仕上げ」られた 1767年頃に完了する，

というのである。このように，ケリッジの議論は農業技術の変革を内容とし

その指標としてレイ農法を重視するものであり，それ故に D6世紀中葉断絶

説」とでも言うべき把握がなされ「囲込み」説が否定されるのである。ジョー

ンズの場合， r囲込み」説の否定は工業化論の再構成とし、う方法を背景とし

ていた。ケリッジの場合には，それは，産業革命論との関連さえ断ち切って，

明確に旧説批判としておこなわれている。この点で，彼の「農業革命」論は

旧説の完全なア γチ・テーゼをなしていると言える。旧説は産業革命論の一

部として形成されてきたので、あるが，その旧説と対極をなす「農業革命」論

が，産業革命論との関連を完全に断つことによって，ここに形成されたので

ある。

1960年代以降の「農業革命」論の変遷を一言で特徴づければ，それは「囲

込み」説の否定という流れであろう。実証研究の進展に伴い， r囲込み」説

の基礎をなす r18世紀中葉断絶説」は否定された。しかし， ミンゲイは，そ

れに代えて連続性を主張するにもかかわらず，囲込みによる耕作地拡大とい

う認識と彼特有の産業革命との関連理解のために， r聞込み」説に近い立場

をとっていた。「囲込み」説を否定したのは， ジョーンズとケリッジであっ

た。ジョーンズは， r農業革命」を工業化の先行条件として位置づけると同

時に r17世紀中葉断絶説」に立つことによって， r囲込み」説を否定する「農

業革命」論を生みだした。ケリッジは， D6世紀中葉断絶説」に立ちながら，

ジョーンズも重視した産業革命論との関連さえ否定することによって，旧説

とまったく対照的な「農業革命」論を生みだすことになったのは，いまみた

とおりである。以上，欧米の「農業革命」論の変遷をたどってきたが，最後

に，今後の課題を指摘Lて結び、にかえたい。
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V 結び(今後の課題〕

現在の欧米学界では，ケリッジ， ミンゲイ，ジョーンズらの「農業革命」

論に「三つの農業革命論」を主張するトムスンのそれを加えた四つの「農業

革命」論がそれぞれ方法と認識を異にして，統一の糸口もなく併存している，

というのが現状である。かつては統一的なものであった「農業革命」像が

実証の進展と問題関心=方法の変化に伴い消失し，研究方向の拡散が生じた

のである。こうした状況は当面続くものと思われる。というのは， P. K.オ

ーブリーンが最近指摘しているように，近年にわかに重要な論点をなすよう

になった耕作地面積に関するデーターが極端に不足しているからである。つ

まり，解決の糸口は個々の革新の生産量増大に対する貢献度を定量的に確定

することにあるにもかかわらず，資料が不足しているのである。B.A.ホル

ダーネスは，この点を鋭く衝きながら，最近の「農業革命」論の問題点とし

てデーターの不足を挙げるにとどまっている。しかし，最近の「農業革命」

論の最大の難点は，むしろ「農業革命」が生産量の増大といった形で没歴史

的に理解される点にあるのではなかろうか。とはいえ，旧説を受け入れるわ

けにはL、かなし、。たしかに，旧説は「社会構造」の歴史的差異に注目するこ

とによって， 1農業革命」を歴史的変革として把握し，統一的な「農業革

命」像を生みだしえた。しかし，それは極めて低い実証水準のもとで(の

み)存立しえたものであった。また， 1三分割制」に帰着する「社会的変革」

は資本家的経営の形成を基準にして論じられねばならなL、。

一方，我が国でも近年「技術変革」的理解が現われてきたことはすでにふ

れたが，全体としては，椎名重明氏にみられるように， 1農業革命」は， 1資

本制農業の全面的成立」をその「本質」とし， 1議会エンクロウジャーを中

心とする囲込みの動きをその主要な内容」とするものとして理解されてきた。

「農業資本主義形成論」と「囲込み」説が我が国では支配的だったのである。

そうした理解は農業資本主義の形成に関する 118世紀中葉断絶説」を背景

としていたが，我が国でそうした認識を裏付ける実証的研究とされてきた研
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究こそ，岡田与好氏によって「わが国はじめての本格的なイギリス農業革命

の実証的研究である」と絶讃された椎名重明氏の『イギリス産業革命期の農

業構造』と，飯沼二郎氏の『農学成立史の研究』であった。そのさい，椎名

氏の研究が土地所有上の問題の，飯沼氏の研究が農業技術上の問題の，それ

ぞれ代表的労作と目されてきた。

だが，こうした研究は上述の r18世紀中葉断絶説」を実証的に基礎づける

もので、はなかった。飯沼氏の研究の実証性の低さについては後述することに

するが，椎名氏の研究では，米川伸一氏が評されたように，議会囲込みが土

地所有集中の重要な要因をなしていたことは具体的に証明されている。だが，

氏は別の論稿で「囲込みによって・…・・資本家的農業に最も適する大経営が生

み出された」と指摘されているにもかかわらず，それを示す具体的な例が氏

の上述の労作の中で示されているわけではなし、。また， 18世紀中葉以降所有

と経営との分離が進行するという点についても実証されているとは言い難

い。要するに，我が国の r18世紀中葉断絶説」において具体的に証明されて

いるのは，囲込みによる開放耕地制解体の完了という周知の事実を別にすれ

ば，囲込みによる土地所有の集中という点だけであったので、あり，肝心要の

資本家的農業経営形成の具体的プロセスからでなく，この事実のみから D8

世紀中葉断絶説」が説かれていたのである。極端に言えば，我が国では「近

代的土地所有」は「農業革命を契機としてJr資本制農業に適合的に変えら

れたものとして現われるJ(椎名重明氏)という正しい理解が主流をなして

きたにもかかわらず，具体的な史実認識のレベルでは，旧説同様土地変革か

ら資本家的経営や農業資本主義の形成過程について D8世紀中葉断絶説」な

る把握がなされてきたのである。しかも，この把握は 18世紀中葉以前の農

業資本主義発展に対する具体的評価をふまえたものではなかった。たとえば，

囲込みによる土地所有の集中という点にしても，それが囲込み以前の時期の

集中の程度と比べてどうであったのかという点が具体的に示されない限り，

それは本当に証明されたとは言い難い。

このように D8世紀中葉断絶説」の実証性が極めて低いものであったに
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もかかわらず我が国で 18世紀中葉以降の議会囲込みに伴う変革としての「農

業革命」概念が形成されたのは， 欧米でもかつてそうであったように， r農

業革命」が産業革命論の一環として論じられ，それが「産業革命の一環とし

て起った農業=土地所有関係の変革J(藤瀬浩司氏)を表現する概念として

形成されてきたことによるものであろう。つまり，旧説同様「農業革命」な

る概念は必らずしも実証研究の進展の中から形成されてきたものではなかっ

たのである。農業資本主義の形成は，こうして形成されてきた産業革命と併

行する「農業革命」概念によって，農業資本主義は 18世紀中葉以降の「農

業革命」の過程を通じて急激かつ全国的に形成されたという具合に，説明さ

れてきたのである。そのため， rイギリス社会を他の社会と区別するものは」

「将に農業が資本主義化(三分割制)したという点」にあると米川伸一氏が指

識されていることからわかるように農業資本主義の形成という事態はイギ

リス資本主義の最大の特徴として注目されてきたにもかかわらず.その形成

の具体的経過については高い関心を集めることなく，研究は非常な立遅れを

示してきた。

たしかに，市民革命以前や市民革命期の農業資本主義の発展は「寄生地主

論争」や「移行論争」との関連で非常な関心を集め，国際的にみても高い研

究水準を誇ってきた。そして，市民革命以前に「資本制借地農業経営がすで

にイギリス農業の発展方向を規定する担い手として成立J(山之内靖氏)し，

早くも名誉革命期頃には「三分割制」は「動かすことのできぬものJ (石坂

昭雄氏)になっていたということが指摘されてきた。しかし，吉岡昭彦・毛

利健三・浜林正夫らの三氏によって指摘されたごとく，そしてまた先立って

戒能通厚氏によって法制史研究の側からあらためて指摘されているように，

「イギリス市民革命の諸帰結から，……・・農業における『三分割制』の成立

に至るプロセスがどのようにして展開可能にされたかについては，未だ決着

のつけられていない大きな論争的諸課題が残されている」のである。とくに

市民革命以降の一世紀聞は研究史上の重大な空白をなしてきた。そのため，

我が国ではこの一世紀聞の農業資本主義形成史上における位置づけは，明確
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ではなく，それ故にまた上述の市民草命前後の農業資本主義の発展に対する

高い評価と 18世紀中葉以降の「農業革命」論とが整合されぬまま放置され

てきたのであった。

従来の実証性に乏しい「農業革命」論によって農業資本主義の形成が説

明されるが故にこうして研究が立遅れる，研究が立遅れるが故に実証性に乏

しい「農業革命」論が存立しえる，という悪循環とでも形容すべき状況が

我が国の「農業革命」研究に生じてきていたのである。欧米の研究成果の紹

介が遅れるだけでなくこれまできわめて不適切であったのは，そして農業資

本主義形成の具体的経過の解明とし、う課題が法制史研究などの周辺領域から

度々指摘されながらも「農業革命」研究の側からそれがなされなかった背景

には，こうした悪循環とでも言うべき研究状況があったので、ある。そして，

こうして研究史の整理や課題設定さえなされないとし、う状況のもとで，そう

した悪循環が我が国の「農業革命」研究に定着し固定化してきたのである。

本稿はこうした悪循環をたち切るための一つの予備作業として，欧米の研

究成果の紹介を，これまでの欧米の「農業革命」論の変遷と関連させなが

ら，おこなってきた。それは，まず土地所有の面では，大土地所有の形成

(小土地所有の消滅)にとって市民革命が重要な転機をなしており，その過

程はたしかに18世紀中葉以降の囲込みを重要な要因としていたものの，むし

ろ市民革命以降一世紀聞に急速に進行していたこと，またその過程は議会囲

込みよりもむしろ価格動向によって規定された過程であったことを，示して

いた。一方，農業技術研究の成果は以下のような我が国の見解に対して重大

な反省を迫るものであった。

周知のように，我が国では飯沼二郎氏や加用信文氏によって一般に近代ヨ

ーロッパの輪栽式農法は条播・中耕機の導入という「画期的な労働手段のう

えの技術革命」を基礎とする条播・中耕農法の導入と聞込みを歴史的前提と

すると考えられ， そうして内容規定された輪栽式農法の形成過程が「く封建

制より資本制への移行〉の過程」に照応する農法変革過程だったとされてき

た。こうした農法論については相川哲夫氏による農法の生産力的・農学的規
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定であるという批判がある。だが，そうした農法論の背景にある以下の飯沼

氏の史実認識についてはこれまでその是非がほとんど問われてこなかった。

すなわち，イギリスでは 18世紀前半にノーフォークでのみ栽培され生産力の

高いカブを基幹的作物とする輪栽式農法つまりノーフォーク農法は，条播機

の採用と議会囲込みに伴い形成された条播農法を前提として， 18世 紀 末 以

降ノーフォーク州外へ普及していったというのがそれである。飯沼氏はこの

ノーフォーク農法のイングランド全土への普及過程をイギリス「農業革命」

の「技術的内容」と規定されるのであるが，上述の飯沼氏の認識は具体的な

史実に裏付けられたもので、はなかった。そこで，欧米の研究は氏の認識を根

底から否定するものであった。

それはまず，カブを含む新作物がすでに 18世紀前半にノーフォーク以外

の軽土地帯でも広汎に導入されてし、た反面，議会囲込みの中心となった重土

地帯では新作物の導入は 1840年代頃以前には技術的に不可能であったこと

を示していた。また，行論の中では紹介しなかったが，欧米では条播・中耕

機の導入が 1840年代頃以降であるというのは常識となっている。この点奇

妙なことに我が国には知られていなし、。念のために言えば， G. E.ファッス

ルによれば，ノーフォークの隣州たるサフォークでさえ条播機は 1830年代頃

の改良型の製作によってやっと普及しはじめそれが一般化したのは 1860年

代頃であったとし、ぅ。つまり，農業資本主義形成過程に照応する農法変革過

程は，条播機の採用という労働手段の変革に伴う農作業体系の変革を前提と

しそれを不可欠の内容とする過程でなく加用氏が斥けられる静態的な土地利

用方式としての輪栽式農法の形成過程であり，しかもその過程は軽土地帯に

限定されるが故に議会囲込みを前提としない，というのである。ノ -7オー

ク農法(カブ)の普及は条播機や議会囲込みを前提とするもので、はなかった，

という点で飯沼氏の認識が否定されているのであるが，最近の研究はまた，

我が国では氏に限らず常識とさえなっているノーフォーク農法を輪栽式農法

形成の指標としてみなす点でも，氏の認識を否定するものであった。

農法変革の技術的可能性が存するのは軽土地帯だけであった以上，農法変
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革の指標は軽土地帯全域に普及する技術的可能性をもちまた実際に普及した

輪栽式農法でなければならなし、。しかるに，最近の研究は， ノーフォーク農

法は軽土地帯全域に普及する技術的可能性をもつものでなく，実際にはそれ

が普及したのは東部の軽土地帯に限られ，しかもそこにおいても早くも 19位

紀初頭以降つまり農業資本主義の形成途上で放棄されつつあった反面，単に

新作物と穀物との輪作ということならば，それは南部を含む軽土地帯全域に

普及しえ，また実際に 18世紀前半に急速に普及したことを， 示していた。

とすると，輪栽式農法なる概念をノーフォーク農法に狭く限定してしまうよ

り，そうした軽土地帯で、の輪作一般という形で広く解した方が適切で、はなか

ろうか。

たしかに，そうした輪作は，南部におけるようにカブを含まないなど各地

域で雑多な姿をとって展開され，ノーフォーク農法のような農学的体系美を

誇りうるものではない。技術的・農学的観点からみればノーフォーク農法を

変革の指標とみなすべきであろう。だが，農業資本主義の形成にもつ農法変

革の意義はあくまでも生産力水準という点にある。限定された時間・地域で、し

か普及しえなかったノーフォーク農法では，市民革命以降新作物が導入され

市民革命から農業資本主義確立期に至る期間に農法変革の技術的可能性がそ

こでのみ存在した軽土地帯の生産力水準の空間的・時間的変化がとらえきれ

ないのである。たとえば，ジョーンズが指摘していたように，南部ではカブ

を含むノーフォーク農法よりセインフォインや濯水牧草などの新作物と穀物

との輪作を導入する方が生産力的に有利で、あったが，そうした輪作の採用に

よる生産力上昇が見落されてしまう。さらに最近の研究は，カブの飼料価値

がセインフヰインにさえ劣る点，ノーフォーク農法が病虫害に極めて弱い点

を示す反面， 18世紀前半に軽土地帯に導入された輪作の生産力上昇効果が

かなりのものであったことを示していた。とすれば，そうした輪作も輪栽式

農法とみなすべきであろう。

このように，欧米の研究は輪栽式農法と大土地所有の形成の画期的局面が

従来の「農業革命」期に先行する一世紀聞であったことを示しているが，
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1965年頃以降の研究は次の点を示している。 1980年に完成・発表されたラ

ウベックの研究はヨークシャーでは市民革命を転機として，地主直接経営の

放棄，地代の「改良J，農民層分解などの過程が急速に進行したことを示し

ている。ワーディの研究は， リブスン・ゴウア家の所領では， 100エーカー

以上の農場の農場総面積に占める比率は 1714-20年から 1759-79年にかけて

の期間に 19.6%増大したのに対して，後者の期聞から 1829-33年にかけての

期間にはそれは 8.3%の増大にとどまったことを，示している。さらに，

ーカーの研究は， コーク家の所領で 18世紀前半に 400エーカー以上の大農

場が急速に形成されつつあったことを，示している。

このように，最近の研究は資本家的経営の形成も 18世紀前半に急速に進

展していたことを示している。つまり，農業資本主義形成の諸過程は， 18世

紀中葉以降急激かつ一斉にではなく，市民革命以降全体として連続的に，し

かも各過程が開放耕地制の解体は 18世紀後半に，輪栽式農法の形成は世紀

前半にというように，それぞれ相異なる経過をたどって，進行するというの

である。 118世紀中葉断絶説」が時間的デ、ィメンジョンで否定されたのであ

るが，最近の研究は空間的ディメンジョンでもそれを否定していた。

従来，農業資本主義の形成にあたっては議会囲込みが決定的に重視されて

きたため，地域的偏差は問題にされないか，問題にされるとしても楠井敏朗氏

のように囲込みが早期に進展したイースト・アングリア対ミツドランズとい

うような囲込みを基準とした地域区分が支配的で、あった。が，最近の研究は

むしろ土質が規定的であったことを，示していた。資本家的農業経営に対応

する独自的な生産方法，それは近代ヨーロッパ農業では輪栽式農法にほかな

らなし、。それを基礎として初めて本来的な資本家的経営が形成される反面，

輪栽式農法の形成をもたらすのはあくまでも資本家的経営である。したがっ

て，重土地帯では輪栽式農法の形成が農業資本主義形成途上においては不可

能であったのに対して，軽土地帯で、はそれは早くも市民革命以降進展したと

いうことは，市民革命以降の農業資本主義形成過程において資本家的経営の

形成がもっとも急速に進展したのは軽土地帯であったということを示してい
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る。 1970年に発表されたJ.サースクの研究は，イギリスの農業地域を牧畜

地帯，軽土地帯，重土地帯の三つの地域に区分しているが，それは市民革命

以降の一世紀聞に牧畜地帯では小農が増大したのに対して，後の二つの地域

では農民層分解が急速に進展したが，そのさい資本家的大経営の形成がもっ

とも急速であったのは軽土地帯で、あったということを示している。ワーデイ

がJ.H. クラッパムの作成した農場統計に依拠して注意を促しているよう

に，農業資本主義確立期たる 1830年代において大農場が支配的であったの

はこの軽土地帯なのである。つまり，土地を基幹的生産手段とする農業の場

合極めて重要な土質の差異を基礎として市民革命以降生じた農業資本主義の

不均等発展は，イースト・アングリア対ミッドランズというような囲込みの

有無ーを基礎にして生じたものではない以上，楠井氏が考えられたように 18世

紀中葉以降の「農業革命J=議会囲込みの過程を通じても解消されるもので

はなかったのである。

このように，欧米の研究は農業資本主義の形成過程は市民革命以降連続的

に推移したのみならず，各過程がそれぞれ時間的・空間的に相異なる経過を

たどることをも示しているのであり， 118世紀中葉断絶説」を徹底的に否定

しているのである。こうして実証的に否定された世紀中葉以降の産業革命と

併行する「農業革命」像によって農業資本主義の形成を説明することがもは

や不可能なものになってきていることは説明するまでもなかろう。 18世紀

中葉以降の「農業革命」という認識の枠組を放棄して，市民革命以降の農業資

本主義の形成の経過を解明すること，これが当面の最大の課題で、あろう。そ

のさい，欧米の研究を念頭におけば，以下のような点を解明することがもっ

とも重要であり，またもっとも有効であろう。すなわち，農業資本主義形成

の諸過程わけても資本家的農業経営形成過程の諸地域(牧畜地帯・軽土地帯

・重土地帯)における時間的経過を解明すること，そして資本家的農業経営

とりわけ軽土地帯のそれを中心に据えて，各局面における諸変革・諸地域相

互の構造的関連を解明することがそれである。要するに，軽土地帯における

資本家的経営の動向を軸にして農業資本主義の形成を立体的に把握じたうえ
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で，産業革命との関連を解明して， 1"農業革命」なる概念を再構成してゆく

こと，これが「農業革命」研究の今後の課題であろう。
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21)室長潟三三郎『長語学成立交わ務究JI(燦然総合研究所， 1957年〉
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29) J. Thirsk，“Seventeenth Century Agriculture and Social Change"， Agricul. 
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30) Wordie， op. citリ p.S97. 

31)繍井廷は， U'イギリス幾諸悪事命際主主1(ヲIJど裳， 19691fe)のなかで， r幾言震における

資本主義発渓の王手均等然Jという命怒がこれまで f具体的分析ではほとんど翁効に

俊郎されなかったJ(同幾. 144]芸〉 とL、う認識に立って. 181笠紀前半のイギリス

差是業の生威力存毒殺を fイースト・アング空ブ地方の先送主役Jと額放耕地がなお根強

く残存している fミッドランド地ガの後進役j という具合に把華道されるく144亥〉。

そのうえで氏は， f1760年代から滋会問込みな強力な損得として急速にB是認された

イギ手ス幾業禁命」は， J二述のまIII域的な資本主義発践の f不均等性を機造的に解消

して j，r全機機的に資本主幾重量雪量と，それに然応ずる近代釣口資本主義的土地所有

を石室立していく歴史的変総Jであったと抱燦されている (138頁〉。

32)さらに，長差議委資本主義と農室主物市場=流遜との関主義の街綴も重姿であろう。主主主主は

流量査があってはじめ℃成ワ丘ちうる以上， このj問怒はさ重複されるべきであるにもか

かわらず，主主が闘では…般にこの問題は大きくとりあげられてこなかった。また問

題にされるにしても，従来幾築資本当三畿の形成tこもっ談会問込みの君主義が高く評価

されて~たことから，それは路込み遂行の要閣とじてで議うって，椎名E毛が『農業構

造3の結vで三氏された f穀物価総のi潟いときに劉込みが大いに推進されたj という
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事実から，高穀物価格が農業資本主義発展を促すというようなものでしかなかっ

た。裏返して言えば，世紀中葉以降穀物価格が上昇したとL、う事実もまた従来の

「農業革命」論の一つの論拠となっていたのである。

しかし，研究史の現段階では，議会囲込みの農業資本主義発展にもつ意義を高く

評価しえない以上，単に議会囲込みの進行だけでなく市民革命以降ほぼ二世紀間に

わたる農業資本主義形成過程と関連せしめて，農産物流通=市場の問題は論じられ

ねばならない。また，最近の研究は議会囲込みや高穀物価格よりも低価格が農民層

分解を促進したことを示していた。とはいえ低価格がやはり農業改良を抑制するこ

とは否定しえない事実であろう。つまり，価格水準の変化が農業資本主義の形成に

及ぼす影響は一様ではないのである。とすれば，価格水準の問題よりむしろ農産物

流通=市場機構の構造変化の問題を重視すべきではなかろうか。

周知のように， B. R.ウェスターフィールドによって，市民革命以降近代的な卸

売商人層が形成されるに伴い穀物流通機構の大幅な近代化や穀物取引の効率化・大

規模化，穀物価格の均一化傾向といった事態が生じたことが明らかにされた。だが，

こうした事態の進展が農業資本主義の発展とL、かなる関連にあったのかという点

は，これまでほとんど問題にされてこなかった。たしかに，楠井敏朗氏は，前掲書第

三章で農産物流通機構の問題を重視されているが，それは，市民革命以降の穀物流

通機構の近代化を背景として， 18世紀前半には 「全イ γグラ γ ドの穀物価格に対

してJ1"ロンドン穀物価格」が「調節的機能」をもつような関係が生じていたが，

そうした「ロンドン穀物価格」は先進地たるイースト・アングリアの「穀物の個別

的生産価格で規制」されていたため，価格競争上劣悪な立場にあるミッドランズの

農民は議会図込みによる労働過程の変革を余儀なくされた，というもので、あった。

つまり，市民革命以降の農産物流通機構の構造変化は，議会囲込みの要因としてし

かも価格機構という面からのみ論じられていたにすぎなかったので、ある。

最近の研究は市民革命以降軽土地帯で農業改良(投資〉が急速に進展していたこ

とを示していたが，ジョーンズはその要因として，この時期穀物価格が低下してい

たことから，土地所有の変化に注目した。だが，穀物流通の構造変化は，流通費の

節約と販路の拡大をもたらすことによって，農業投資(経営拡大〉を促すものでは

なかったのではなかろうか。裏返して言えば，そうした経営拡大があったからこそ，

穀物流通は構造的な変化を余儀なくさせられたので、はなかろうか。また，最近の研

究は市民革命以降一世紀間の農民層分解にあたっては価格水準の低下が規定的であ

ったことを示していたが，そうした事態の背景には，市場機構の構造変化という事

態があつたので

発展との関連，これも重要な課題であろう。




